
月分（　　　月 １０ 日納入期限分）で

２．令和　　　年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

1．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

３．普通徴収の場合

３．死亡による退職であるため

（
特
別
徴
収
義
務
者

）

新
し
い
勤
務
先

左記の一括徴収した税額は、

納入します。

受給者番号

１月１日
現在の住所

異動後の
住　所

宛 名 番 号

１. 退 職
月から 月から

死 亡
２.

給 与 支 払 報 告
に係る給与所得者異動届出書

特 別 徴 収 年　度 １．現年度　　　　　　２．新年度　　　　　　３．両年度

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

給
与
支
払
者

所 在 地
〒 特別徴収義務者

指　 定　 番　 号

会 津 若 松 市 長 様 宛　名　番　号

フ リ ガ ナ
連

絡

先

担

当

者

所　属

氏名又は名称 氏　名

令和　　　年　　　月　　　日提出 個人番号
又は法人番号

電　話
内線（　　　　　　）

給

与

所

得

者

フリガナ

氏 名

個人番号
年令和

一 括 徴 収
右から
番号を
記入

５. 支 払 少 額 ・ 不 定 期
６. 合 併 ・ 解 散

月まで 月まで
月

４.

７. そ の 他 ３.

円
日

右から
番号を
記入

１. 特別徴収継続
２. 転 勤
３. 休 職 ・ 長 欠

２．異動が令和　　　年1月1日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

氏名又は名称 電
話 内線（　　　　　　）

納入書の要否
(新規の場合にのみ記載）

特別徴収義務者
指　 定　 番　 号

担
当
者
連
絡
先

〒
 徴収し、納入するよう連絡済みです。

新 規 法人番号

所 在 地
所
属

新しい勤務先へは、月割額

円

※
市
町
村
記
入
欄

理

由
右から番
号を記入

右から番
号を記入 月 日

理

由

１．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため 徴収予定年月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

生年月日 昭和 ・ 平成　　　　年　　　　月　　　　日生

（ア）
特別徴収税額

（年税額）

（イ）
徴収済額

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

異　 動
年月日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収
税 額 の 徴 収 方 法

右から番
号を記入

フ リ ガ ナ

１．特別徴収継続の場合

普 通 徴 収

事由・理由 （ 本 人 納 付 ）

円 円

氏
名 受 給 者 番 号

２．一括徴収の場合

　　　　　　　 円を

月分 （ 　　 月 １０ 日納入期限分） から

１．必要 ２.不要



〒 特別徴収義務者指定番号

会津若松市長   様

新規の場合 納付書 （ 必要・不要 ）

 フ リ ガ ナ 課 ・ 係

令和　　　年　　　月　　　日
氏　名

提出

電　話

フ リ ガ ナ

氏     名

生年月日 昭和　・　平成　　　　年　　　　月　　　　日　生 特別徴収を開始します

受給者番号

現 　住 　所
※　市役所使用欄　※ 宛　　名　　番　　号

変更理由

年税額 円

１．新規入社 ２． 本人希望 ３．その他 　 月 円 月以降 円
( )

年度 事由 済 始 徴収区分 事業所内連番

備　　　　　考

月割額の事前連絡（必要な場合のみ記入）

　　　　　月　　　　日までに連絡希望

◎普通徴収の納期限が過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。ご本人が納めるように必ずお伝え下さい。

◎二重納付防止のため、本人宛てに送付している普通徴収の納付書（特別徴収へ切替する分）を同封してください。納付済みの領収書はご本人が保管してください。

令和　　　　年度　　　個人市民税　・　県民税の特別徴収への切替申請書

給
　
与
　
支
　
払
　
者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

所 在 地
（住　所）

　
連 

　
絡 
　
先

名　　称
（氏　名）

個人番号 又は
法　人　番　号

-　　　　-

給
　
与
　
所
　
得
　
者

◎左記の者について

 令和　　　年　　　月分（　 　月　 　日納期限分）より

普通徴収　第　　　期分 （　　　　　　　　円）まで納入済

□ 口座あり



新 規

3

円

１．特別徴収継続の場合

9 月
右から

番号を

記入

１月１日

現在の住所 会津若松市○○町○番○号
9 月まで

1 1．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和　　　年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から番

号を記入 ３．死亡による退職であるため

納入します。

３．普通徴収の場合 ※

市

町

村

記

入

欄

宛 名 番 号

理

由

２．異動が令和　　　年1月1日以降で、特別徴収の継続の申出がないため右から番

号を記入
月 日 円

２．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理

由

１．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため 徴収予定年月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

１．必要 ２.不要

フ リ ガ ナ 受 給 者 番号

氏名又は名称 電
話 内線（　　　　　　）

納入書の要否
(新規の場合にのみ記載）

右から番

号を記入

法人番号

（

特

別

徴

収

義

務

者

）

新
し

い

勤
務

先

特別徴収義務者

指　 定　 番　 号

所 在 地
〒

担
当

者

連
絡

先

所

属  徴収し、納入するよう連絡済みです。

氏
名

新しい勤務先へは、月割額 　　　　　　　 円を

月分 （ 　　

異動後の

住　所 福島市○○町○番○号 125,000 45,000 80,000 事由・理由30 日
円 円

５. 支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から

番号を

記入

5 月まで

異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

3 １. 特別徴収継続

氏 名 会津　一郎
生年月日 昭和 ・ 平成 ▲▲ 年 ●● 月 ■■ 日生

個人番号 4 5 6
退 職

57 8 9 0 1 2
6 月から 10 月から

異 動 の 事 由

受給者番号 Ａ－123 ２. 転 勤
３. 休 職 ・ 長 欠

令和 ▲ 年 1
１.

給

与

所

得

者

フリガナ アイヅ　イチロウ
（ア）

特別徴収税額

（年税額）

（イ）

徴収済額

（ウ）

未徴収済額

（ア）－（イ）

異　 動

年月日

7 8 9 0 1 2令和　▲　年 １０ 月 １０ 日提出 個人番号

又は法人番号 1 2 3 4 5 6

連

絡

先

担

当

者

3 4

給 与 支 払 報 告
に係る給与所得者異動届出書

特 別 徴 収 年　度

3

4

０２４２－２３－４５６７
内線（　　　　　　）

5 6
宛　名　番　号 12

所　属 総務課　給与係

氏　名 会津　花子
電　話

〒　９６５－８６０１

会津若松市東栄町３番４６号
特別徴収義務者

指　 定　 番　 号
0 9 1 2

月 １０ 日納入期限分） から

月分 （ 　　 月 １０ 日納入期限分）で

１．現年度　　　　　　２．新年度　　　　　　３．両年度

(

特

別

徴

収

義

務

者

)

給

与

支
払

者

所 在 地
会津若松市長 様

フ リ ガ ナ アイヅワカマツ

氏名又は名称 会津若松　株式会社

６. 合 併 ・ 解 散
７. そ の 他 ３. 普 通 徴 収

（ 本 人 納 付 ）

４. 死 亡
２. 一 括 徴 収

〈記入例１：退職等により未徴収税額を普通徴収に切り替える場合〉 特別徴収義務者指定番号を
記載してください。

9月30日退職で9月分まで特別徴収した給与所得者
の残りの税額の徴収方法を10月分から普通徴収に
変更する場合
 (ア)年税額　　 125,000円(6月～翌年5月分)
 (イ)徴収済額　　45,000円(6月～9月分)
 (ウ)未徴収済額　80,000円(10月～翌年5月分)



新 規 法人番号

5 月まで

12 25

円

１．特別徴収継続の場合

11 月
右から

番号を

記入

１月１日

現在の住所 会津若松市○○町○番○号
11 月まで

1．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和　　　年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から番

号を記入 ３．死亡による退職であるため

納入します。

３．普通徴収の場合 ※

市

町

村

記

入

欄

宛 名 番 号

理

由

60,000

12
２．異動が令和　　　年1月1日以降で、特別徴収の継続の申出がないため右から番

号を記入
月 日 円

右から番

号を記入

２．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理

由

１．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため 徴収予定年月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）1 月分 （ 1 月 １０ 日納入期限分）で

１．必要 ２.不要

フ リ ガ ナ 受 給 者 番 号

氏名又は名称 電

話 内線（　　　　　　）
納入書の要否

(新規の場合にのみ記載）

氏
名

支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から

番号を

記入

（

特

別

徴

収

義

務

者

）

新
し

い

勤
務

先

特別徴収義務者

指　 定　 番　 号

異動後の

住　所 福島市○○町○番○号 125,000 65,000 60,000 事由・理由30 日
円 円

給

与

所

得

者

所 在 地
〒

担
当

者

連
絡

先

所

属  徴収し、納入するよう連絡済みです。

6 年 1
１. 退 職

2
5

異　 動

年月日
異 動 の 事 由

異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

（ア）

特別徴収税額

（年税額）

（イ）

徴収済額

（ウ）

未徴収済額

（ア）－（イ）

特別徴収継続１.令和 ▲月から 12 月から 転 勤

氏 名 会津　一郎
生年月日 昭和 ・ 平成 ▲▲ 年 ●● 月 ■■ 日生

個人番号 4 5

フリガナ アイヅ　イチロウ

6 7 8 9 0 1 2 3 4

受給者番号 Ａ－123 ２.

4 5

氏名又は名称 会津若松　株式会社 氏　名 会津　花子
令和　▲　年 １２ 月 １０ 日提出 個人番号

又は法人番号 1 2 3 4 1 2 3 電　話
０２４２－２３－４５６７

内線（　　　　　　）
5 6 7 8 9 0

給 与 支 払 報 告
に係る給与所得者異動届出書

特 別 徴 収 年　度 １．現年度　　　　　　２．新年度　　　　　　３．両年度

(

特

別

徴

収

義

務

者

)

給

与

支

払

者

所 在 地
〒　９６５－８６０１ 特別徴収義務者

指　 定　 番　 号
0 6

会津若松市東栄町３番４６号会津若松市長 様 宛　名　番　号 12
フ リ ガ ナ アイヅワカマツ

連

絡

先

担

当

者

所　属 総務課　給与係

9 1 2 3

新しい勤務先へは、月割額 　　　　　　　 円を

月分 （ 　　 月 １０ 日納入期限分） から

３. 休 職 ・ 長 欠

６. 合 併 ・ 解 散
７. そ の 他 ３. 普 通 徴 収

（ 本 人 納 付 ）

４. 死 亡
２. 一 括 徴 収

５.

〈記入例２：退職等により未徴収税額を事業所で一括徴収する場合〉

一括徴収した税額を納入する月
を記載してください。
※1月以降の退職は、原則一括徴
収となります。

11月30日退職で12月分まで特別徴収した給与所得者の残り
の税額の徴収方法を12月分で一括して納入する場合
 (ア)年税額　　 125,000円(6月～翌年5月分)
 (イ)徴収済額　　65,000円(6月～11月分)
 (ウ)未徴収済額　60,000円(12月～翌年5月分)　
　　　　　　　　　↑一括徴収税額(納入額と同額)

特別徴収義務者指定番号を
記載してください。



２.不要

新 規 法人番号

〒　９６０－８１１１

福島市五老内町３番１号

0 9 3 4 5 6

日 円

8 7 6 5 4 37 8

2 右から番

号を記入

内線（　　　　　　）

０２４－５４３－１２３４

氏
名 福島　春子

1．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和　　　年5月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため
右から番

号を記入 ３．死亡による退職であるため

納入します。

３．普通徴収の場合 ※

市

町

村

記

入

欄

宛 名 番 号

理

由

１．必要

給

与

所

得

者

所 在 地 担
当

者

連
絡

先

所

属
人事課　給与係

2 1 0 9 8 7

フ リ ガ ナ フクシマ

氏名又は名称 株式会社　福島 電

話

異動後の

住　所 福島市○○町○番○号 125,000 75,000 50,000 事由・理由31 日
円 円 円

12 月
右から

番号を

記入

５. 支 払 少 額 ・ 不 定 期 右から

番号を

記入

１．特別徴収継続の場合

６. 合 併 ・ 解 散
７. そ の 他 ３. 普 通 徴 収

（ 本 人 納 付 ）

１月１日

現在の住所

新しい勤務先へは、月割額 10,000 円を

（

特

別

徴

収

義

務

者

）

新
し

い

勤
務

先

特別徴収義務者

指　 定　 番　 号 9

４. 死 亡
２. 一 括 徴 収

0 1 2 3 4 5

異　 動

年月日

会津若松市○○町○番○号
12 月まで 5 月まで

休 職 ・ 長 欠

年 2
１. 退 職

1 １.6

異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

氏 名 会津　一郎
生年月日 昭和 ・ 平成 ▲▲ 年 ●● 月 ■■ 日生

個人番号 4 5

フリガナ アイヅ　イチロウ
（ア）

特別徴収税額

（年税額）

（イ）

徴収済額

（ウ）

未徴収済額

（ア）－（イ）

6 7 8 9
特別徴収継続

4 5

氏名又は名称 会津若松　株式会社 氏　名 会津　花子
令和　▲　年　１　月 １０ 日提出 個人番号

又は法人番号 1 2 3 4 1 2 3 電　話
０２４２－２３－４５６７

内線（　　　　　　）
5 0

給 与 支 払 報 告
に係る給与所得者異動届出書

特 別 徴 収 年　度

受給者番号 Ａ－123 ２. 転 勤
３.

月から 1 月から 令和 ▲

異 動 の 事 由

１．現年度　　　　　　２．新年度　　　　　　３．両年度

(

特

別

徴

収

義

務

者

)

給

与

支

払

者

所 在 地
〒　９６５－８６０１ 特別徴収義務者

指　 定　 番　 号
0 6

会津若松市東栄町３番４６号会津若松市長 様 宛　名　番　号 12
フ リ ガ ナ アイヅワカマツ

連

絡

先

担

当

者

所　属 総務課　給与係

9 1 2 3

6 7 8 9

月分 （ 2 月 １０ 日納入期限分） から

月分 （ 　　 月 １０ 日納入期限分）で

1

 徴収し、納入するよう連絡済みです。

２．一括徴収の場合
左記の一括徴収した税額は、

理

由

１．異動が令和　　　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため 徴収予定年月日
徴収予定額

（上記（ウ）と同額）

２．異動が令和　　　年1月1日以降で、特別徴収の継続の申出がないため右から番

号を記入
月

受 給 者 番号 Ｘ－1234

納入書の要否
(新規の場合にのみ記載）

〈記入例３：転勤等により新しい事業所で特別徴収を継続する場合〉

新しい会社で特別徴収を開始する月と
その月割額を記載してください。

12月31日退職で12月分まで特別徴収した給与所得者
が、1月分から新しい会社で特別徴収する場合

特別徴収義務者指定番号を
記載してください。



〈記入例４：普通徴収から特別徴収へ切り替える場合〉

所 在 地

〒 ９６５－８６０１ 特別徴収義務者指定番号

会津若松市長   様
会津若松市東栄町３番４６号 0 9 1 2 3 4 5 6

新規の場合 納付書 （ 必要・不要 ）

 フ リ ガ ナ アイヅワカマツ 課 ・ 係 総務課　給与係

氏名又は名称 会津若松　株式会社 氏　名 会津　花子
提出

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 電　話 0242-23-4567

フ リ ガ ナ アイヅ　ジロウ

氏     名 会津　二郎

生年月日 特別徴収を開始します

受給者番号 Ａ－１２３

現 　住 　所 会津若松市○○町○番○号 ※　市役所使用欄　※ 宛　　名　　番　　号

変更理由

年税額 円

１．新規入社 ２． 本人希望 ３．その他 　 月 円 月以降 円

( )
年度 事由 済 始 徴収区分 事業所内連番

備　　　　　考

月割額の事前連絡（必要な場合のみ記入）

　　　　　月　　　　日までに連絡希望

◎普通徴収の納期限が過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。ご本人が納めるように必ずお伝え下さい。

◎二重納付防止のため、本人宛てに送付している普通徴収の納付書（特別徴収へ切替する分）を同封してください。納付済みの領収書はご本人が保管してください。

令和　▲　年度　　　個人市民税　・　県民税の特別徴収への切替申請書

給
　
与
　
支
　
払
　
者

（特
別
徴
収
義
務
者
）

　
連 

　
絡 

　
先

令和　▲　年　７　月 １０ 日

個人番号
 又は法人番号

給
　
与
　
所
　
得
　
者

◎左記の者について

 令和　▲　年　８　月分（ ９ 月 1 0 日納期限分）より

昭和　・　平成　▲▲　年　●●　月　■■　日　生

普通徴収　第　1　期分 （　32,000　円）まで納入済

□ 口座あり

特別徴収義務者指定番号を
記載してください。

特別徴収開始月は、原則として
この申請書を提出する月の翌月
分からとなります。

普通徴収で納入した最終の納期
及び納入済み税額を記載してく
ださい。
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